
社会の中に存在する大学は、当然、社会の

影響を受ける。特に、社会との連携を活動の

中心に置く産学連携はその影響を最も強く受

ける。

昨年来の世界同時不況は、わが国の経済活

動、産業活動、市民生活にも暗い影を落とし

ている。１年前まで好況を誇っていた業種で

も、生産調整を余儀なくされている事態であ

り、大企業の業績悪化により解雇された非正規労働者や、派遣契約を

打ち切られた派遣労働者のニュースが年末からずっと流され続けてい

る。まさに百年に一度の大不況、などとも言われている。振幅の大小

はあろうが、好不況の波は世の常であり、この状況に右往左往するの

ではなく、冷静に次のステップを見極めなければならない。

産学連携活動の中でも、企業との接点の多い共同研究は、その件数

と経費額が頭打ちになりつつある。こうした状況は本学に限ったこと

ではなく、産学連携を活発に展開している大学の多くにその傾向が見

られる。現在の経済情勢では、共同研究の受入件数と経費額は、むし

ろ減少に転ずるであろうことは想像に難くない。これまで通りの外部

資金獲得を維持しようとするならば、公的資金が大半を占める受託研

究獲得に道を求めるしかないだろう。

共同研究件数等の頭打ちを打開する方策として、国際的な産学連携

の展開に活路を求める大学も少なくない。文部科学省が公募した国際

的産学官連携推進事業に採択された大学である。本学にあっては、共同研究に関して、これまでの水準

からの減少を最小に食い止めるため、最大限の努力をすると同時に、大学の社会貢献の立場から地域と

の連携に特徴を出したい。２月１８日に発足した「かながわ産学公連携推進協議会」の場を活用し、周辺

地域の大学、及び自治体との協働により、地元の企業と連携を深める方向である。

知的財産活動では、技術移転可能性の観点からの発明の評価と出願、特許出願をした発明の積極的な

移転活動など、従来の方針からぶれることのない地道な努力を続ける。知的財産部門の力だけではなく、

技術移転に意欲を燃やす外部機関と連携した知的財産活用活動を展開する。この不況のときだからこそ、

産業界に役立つ優れた発明を磨き上げる努力をしたい。

産学連携の主役は、日頃からこつこつと研究を積み上げておられる教員である。優れた研究成果を挙
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げて、それをもとに産学連携を意欲的に推進する教員には、研究用面積の提供などによるインセンティブの

提供がこれからの課題になるであろう。産学連携用スペースの利用状況把握、不用になった実験スペースの

リニューアルなどの努力によって、限られた面積の有効利用を図り、教員が産学連携にやりがいを感ずるサー

ビスを産学連携推進本部が提供しなければならない。

現下の経済情勢に惑わされることなく、本学の産学連携を着実に進めたい。

紹 介

共同研究推進センター教授 村富 洋一

昨年４月に共同研究推進センターに就任して、早くも１年が経とうとしています。

企業の研究者として、国内外の大学との交流はいくつか経験しましたが、いざ大学

に身を置いて見ると外部からは知りえない側面が見え、新鮮な驚きと刺激に満ちた

日々を送っています。企業と大学の間には多くの相違があることを素直に認め、大

学教員と企業それぞれの多様なニーズと個性を共によく理解した上で、大学の「知」

を分かりやすく社会に発信し、共に利益を享受できるＷｉｎ－Ｗｉｎの関係を構築

していきたいと考えています。

また、「かながわ産学公連携推進協議会」の場を活用し、広く大学間、公的機関、産業界と連携して、地

域企業の大学への認知度を上げ、より自然で適切な連携が出来上がる仕組みが構築できるようにしたいと思

います。

このような活動を通して、大学の研究・教育・社会貢献の活動が複合的にしかも自然に

社会に受け入れられ、「産学連携」から長期的な補間関係となる「産学共生」へと発展で

きればと願っています。

共同研究推進センター産学官連携コーディネーター
横浜国立大学配置文部科学省産学官連携コーディネーター 西川 羚二

文部科学省産学官連携コーディネーターとして横浜国大に配置され、大学の立場

での産学連携に関わってから７ヶ月が過ぎました。サブプライムローンに端を発し

た世界的規模での経済状況の悪化は、じわじわと国・地域経済に深刻な影響を及ぼ

しており、今後、産学連携にもじわじわと影響が出始めているように感じます。

現状を打破するために、新しい施策・考え方や新製品につながる新しい技術を求

める声が高まるものと思われます。知の拠点である大学がその存在をどう反映させ

るのか、従来以上に、関心を持って見られるのではないでしょうか。

大学シーズをニーズに結びつけるための媒介機能が求められるコーディネーター

にとっては、本当のチャレンジを受けているとも言えます。中小企業の支援、連携についても今だからこそ

より考えていかなければならないでしょう。

気持ちを新たに、産学連携に取り組んでいきますので、教員の皆様、産業界の皆様におかれましては、コー

ディネーターをうまく利用していただけるようお願いします。
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各事業の展開・対応

産学連携部門等事業

かながわ産学公連携推進協議会の発足

平成２１年２月１８日（水）にパシフィコ横浜会議センターにおいて、かながわ産学公連携推進協議会の発足会
を開催しました。発足会では、横浜国大を含む県内の１０大学、５つの公的産学連携支援機関、および３つの
工業団体が参画し、渡辺慎介産学連携推進本部長（研究担当理事）が会長として選出され、来年度の計画に
ついて協議しました。本協議会は、企業の側に立った課題解決に貢献することを目的とし、地元企業からの
多様な要請を効率的に吸い上げる仕組みや、一つの大学では解決できない課題を複数の大学の連携により解
決する仕組みを早期に構築し、個々の課題解決から新産業創出まで広く地域の産業振興に寄与できるように
積極的に展開していきます。

日産自動車との第4回組織連携ステアリングコミッティを開催

平成２０年６月４日（水）に、厚木市森の里の日産先進技術開発センター（Nissan Advanced Technology Center :
NATC）において、日産自動車と本学の組織連携に関する第４回ステアリングコミッティが開催されました。
大久保宣夫最高技術顧問と渡辺慎介産学連携推進本部長（研究担当理事）の挨拶から始まり、地域社会貢献、
人材交流、経済産業省からの人材育成の受託事業ならびに１０件を超える共同研究開発に関して、２００７年度の
取組み状況と２００８年度計画に関しての報告がありました。また、経営学部の真鍋誠司准教授から、「研究開発
技術者のモチベーションと創造的成果」というNATCのマネジメントに深く関わるテーマでの研究報告があ
り意見交換が行われました。本組織連携は３年目に入りすでに複数の成果に結びつきつつありますが、地域・
人材・研究の３本柱のそれぞれで特色を明確にしコラボレーションを充実させていくことが確認されました。

コマツ（小松製作所）との第8回 産学連携協議会を開催

平成２０年１０月１７日（金）に、本学共同研究推進センターにおいて、コマツと本学の包括協定に関する第８回
連携協議会が開催されました。淵上正朗研究本部長（執行役員）と渡辺慎介産学連携推進本部長（研究担当
理事）の挨拶から始まり、平成２０年度の共同研究についてステータスの報告と活発な意見交換が行われまし
た。本連携では大学側統括の田中裕久教授（工学研究院）のもとに、安全・省エネ・ＩＴ・エンジンの４つ
の部会で１６テーマの共同研究が進められ年２回の協議会を開催しています。先端的な理論の応用により、走
行コースの自動生成や掘削機の作業モード推論等で、実践的にも有用度の高い研究成果が生まれていますが、
今後も産業・社会的な視点から高い価値を創出できるテーマを選定していく方向性が確認されています。

IHIとの第6回 IHI連携協議会

ＩＨＩとの第６回連携協議会が平成２０年１１月１８日（火）に共同研究推進センター２階のセミナー室おいて開
催されました。ＩＨＩからは出川定男・執行役員（技術開発本部長）以下８名が参加し、本学からは渡辺慎
介産学連携推進本部長（研究担当理事）以下９名が参加しました。最初に渡辺本部長から開会挨拶があり、
工学研究院の前川教授と石井准教授により共同研究の進捗状況の説明がありました。協議事項として、主に
下記の３件について意見交換が行われました。
（１）共同研究等の進捗状況について
（２）ＩＨＩと本学とのこれまでの活動状況と今後の連携について
（３）早期工学人材育成事業について
最後に出川技術開発本部長から閉会の挨拶があり、連携協議会の審議事項を終了しました。ＩＨＩからは
共同研究分野の提案がなされており、共同研究推進センターで対応可能な教員の人選を進めている段階であ
ります。教員各位の積極的なご協力をお願いします。
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経済産業省「中核人材産学連携製造中核人材育成支援事業」

産学連携による実践教育プログラムの開発

本学は、平成１９年度より経済産業省の委託を受けて「産学連携による人材育成」に取り組んできました。

「産」と「学」が真の意味で連携し、２年間に亘り実践的教育プログラムの開発を行なうための試行を行な

っています。本事業には１４の民間企業と本学も含めて４大学が参加し、主に修士１年の大学院生が企業にお

いて実践的なテーマに取り組む教育プログラムを開発しています。

機械分野、新素材開発分野、情報通信分野、社会基盤システム分野の各専門分野において、大学で座学と

して学ぶ各分野に特化した基盤能力に加え、関連する広い基本的知識や技術を統合して研究・開発・設計に

生かすことができる人材の育成を行っています。主として大学院生を対象に、産学連携の現場で大学教員も

指導に参加する実務・実践教育を通して、自ら主体的に課題に取り組み、またコラボレーションにおいて創

造性を発揮できる人材の育成を目指しました。

本事業の詳細は次のホームページを参照ください。

http : //www.crd.ynu.ac.jp/chukaku/main.html

知的財産部門事業

知的財産取扱い状況成果（平成 20年度第 3四半期）

１．発明の届出、特許出願件数等

（１）２０年度第３四半期までの発明届の件数は６０件（前年同期６５件）、判定委員会を経て大学に承継された

ものは５１件（前年同期５１件）です。

（２）特許として第３四半期までに出願した件数は国内特許５２件（前年同期５３件）、外国特許１０件（前年同

期６件）です。

２．活用状況

２０年度第３四半期までの発明等に関する、ライセンス収入は７４４万円です。昨年同期に比べて約６５％の

減少となりました。対象は特許の実施料、ソフト・ノウハウ料等で契約件数は７件です。なお、このほか

に特許が関連した共同研究・受託研究等研究費は１４，２８７万円です。昨年同期に比べて約２３％の減少となり

ました。締結した件数は、共同研究・受託研究等合わせて１５件です。このなかには、ＪＳＴの独創的シー

ズ展開事業２件の受託が含まれます。

平成20年度第3四半期までの知的財産取扱い状況

１．発明届・出願状況

発明等の届出件数
うち大学承継件数
特許等出願件数（国内特許）
特許等出願件数（外国特許）

６０ 件
５１ 件
５２ 件
１０ 件

２．活用状況

特許等実施契約件数
特許等実施料収入（万円）

７ 件
７４４ 万円

なお、１９年度の特許権実施等収入は１，３３０万円で全国の大学中１２位となり１）、本年９月に学内表彰（産学

連携推進本部長）を受けました。

１）文部科学省 「１９年度大学等における産学連携等実施状況について」より。
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プロジェクト研究推進部門

「企業成長戦略研究センター」の役割と活動

２００７年６月に設立された「企業成長戦略研究センター」（セ

ンター長：山倉健嗣経営学部教授。以下「センター」）は、

高齢化の進展やグローバリゼーションの展開など、従来とは

異なる環境変化に対応するために、企業の成長に基づく新し

い経済成長戦略を構想し実現する研究を推進することを目指

しています。また、センターは経済学・経営学分野の研究者

だけでなく、工学・環境情報といった様々な分野の研究者も、

個人としてではなく、チームとして協力するという全学的な

体制をとり、国際性・実践性を重視した研究を推進する企業

成長戦略に関するわが国では始めての機関といえます。

センターは「新企業のスタートアップと成長部門」、「既存企業の成長戦略部門」、「企業成長とマクロ経済

成長部門」の３つの部門からなり、現在産官学が一体となった７つの研究プロジェクトを中心にシンポジウ

ム、セミナー、ワークショップなど様々な活動を行っています。特に「みなとみらい産官学ラウンドテーブ

ル」はセンター設立以来定期的に開催されており、これまで以下のようなテーマと講師により活発な意見交

換の場を形成しています。

第１回 ２００８年１月 テーマ：「キヤノンの成長戦略」

キャノン（株）企画本部副本部長 鵜川浩 氏

第２回 ２００８年４月 テーマ：「日産自動車の成長戦略」

横浜国立大学経営学部 ダニエル・ヘラー准教授

横浜国立大学大学院国際社会科学研究科 真鍋誠司准教授

第３回 ２００８年７月 テーマ：「東芝の成長戦略」

（株）東芝 経営企画部長 豊原正恭 氏

第４回 ２００８年１０月 テーマ：「コマツの成長戦略／建機ビジネスのグローバル展開」

コマツ 常務執行役員 日置政克 氏

第５回 ２００９年１月 テーマ：「ＴＤＫの成長戦略」

ＴＤＫ（株）取締役常務執行役員 横 伸二 氏
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地域連携推進室

地域貢献型の実践的教育研究基盤づくり－地域実践教育研究センターの取り組み

地域再生、都市再生の必要性が叫ばれる状況にある現在、求められているのは自ら地域資源を発掘し、諸

資源の連携を組織し、グローバル化に柔軟に対応しつつ豊かな生活を創出する力を養うことです。「地域実

践教育研究センター」の役割は、このような「地域創造力」にかかる体系的研究を基礎としながら、学部・

大学院レベルの教育と地域の人々のリカレント教育を通じて、地域創造の担い手を養成していくことと考え

られます。

その一つに、実践的な課題意識と複眼的な視野を持つ２１世紀型人材育成を目指して推進する「地域交流科

目」が挙げられます。「地域交流科目」は平成２０年度より本学の副専攻プログラムとなりました。特に「地

域課題プロジェクト」では、学生参画型実践教育研究の場として学生公募プロジェクトも含めて毎年１０以上、

２０年度は１４プロジェクトが立ち上がり、多数の学生が参画しています。例えば、地元和田町商店街を中心に

した地域の活性化を図る「和田町いきいきプロジェクト」、そこから派生して生まれた「和田べんプロジェ

クト」「留学生の地域交流と居場所づくり」「公共空間のにぎわいづくりプロジェクト」等は、平成１３年度から

４年間にわたる本学と保土ヶ谷区との商店街活性化の共同研究が発展して平成１７年に発足した和田町商店街

・地域住民・横浜国立大学による地元組織「和田町タウンマネジメント協議会」と連携し、月１回約３０名の

出席がある定例会議にも学生が参加し、まさしく地域との協働の元に様々な実験的事業が推進されています。

また、地域再生課題に関するコンサルタント機能として、例えば、神奈川県商工労働部・洪福寺松原商店

街振興組合との「商店街・大学・地域団体パートナーシップモデル事業」としての連携事業、神奈川県西湘

地域県政総合センターとの「西さがみ教育旅行誘致推進事業」の体験学習型観光プログラム集作成業務とい

った多様な依頼に対して、学内の知的資源を発掘し実施に結びつける等、学外からの地域課題に関するニー

ズを分野横断的に共有し推進する取り組みもしています。このようにセンターでは、地域再生を願う地域の

方々と協力しながら、その為のより一層の教育研究基盤の構築に向けて全力で取り組んでいます。

（和田べんプロジェクト－地域資源発掘調査の様子）
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シンポジウム・セミナー等

横浜創発ラウンジを開催

「横浜創発ラウンジ」とは、産学連携に積極的な横浜国立大学教員と、新規事業や技術開発に対しアクテ

ィブな地元企業が、双方の特技と悩みを数多く共有することにより、問題解決のきっかけや仲間を発見する

場です。平成１９年４月より開催されています。

第６回 横浜創発ラウンジ

平成２０年８月２９日（金）、みなとみらいＭＭパークビルの日揮（株）に

おいて、２０社・２８名さまをお迎えし、第６回目の横浜創発ラウンジを

開催しました。本学からは、大森明准教授（経営学部 会計・情報学

科）と白井美由里准教授（大学院国際社会科学研究科 企業システム

専攻）がそれぞれ、「環境対応によるコスト削減」、「顧客はいくらま

で払うのか」といったリアルなテーマでミニプレゼンを行いました。

一方の参加企業からは、新サービスのＰＲやビジネスパートナー募集

といった話題で、日揮（株）、エン・ジャパン（株）、ソラン（株）、（株）ＣＡＣ、コバテル（株）の各社が登壇。

日本飛行機（株）の人工衛星の翼部実機プレゼンは大いに会場を沸かせました。続く懇親会では、さらに熱い

名刺交換会となり、屋外の激しい夕立と雷鳴もなんのそのといった勢いでした。

第７回 横浜創発ラウンジ

平成２０年１１月５日（水）、今回はいつもと趣向を変えて、郊外（愛甲石田）へ出向き、今年度の日経ニュー

オフィス大賞にも輝いた、日産先進技術開発センター（ＮＡＴＣ）の見学をメインディッシュに開催しまし

た。参加者は２９社４４名。これに教員や学生、スタッフも含め、７０名が遠路にもかかわらず集いました。

ＮＡＴＣは、日産自動車（株）の社外とのコラボレーションを加速するための研究開発拠点であり、そのた

めの仕掛けが随所に施されています。施設の優雅さだけでなく、継続的にＰＤＣＡを回していく地道でしぶ

とい活動こそが、世界を代表する自動車会社のコラボレーション、コミュニケーション、イノベーションを

支えていることが伝わってきました。

本学からはＮＡＴＣで実際に生まれたイノベーションについての研究を行っている、真鍋誠司・准教授（経

営学部 国際経営学科 比較経営講座）が「ＮＡＴＣにおける『協働と創発』の仕組み」と題して発表を、

メゾテクダイヤ（株）、ＮＥＣシステムテクノロジー（株）、ソラン（株）等の参加企業各社からＰＲや相談がな

されました。
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産学連携による人材育成の道を探るシンポジウムを開催

本シンポジウムは平成２０年１１月７日（金）に横浜国立大学・教育文化ホールにて関東経済産業局と本学の主

催で、１２０名が参加して開催されました。これまでの「産学連携による人材育成」の取組みの成果と課題を

踏まえ、大学の教育のあり方、産業界との連携方法、地域を挙げた取り組みを実現するための課題について

発表と有益な議論がなされました。

最初に渡辺産学連携推進本部長（研究担当理事）が開会の挨拶を行なった後、第１部の基調講演は、関東

経済産業局の吉澤地域経済部長から「産学連携による人材育成について」というタイトルで産学連携の現状

とその必要性、人材育成に関するこれまでの取組みが紹介されました。

次に、日産自動車株式会社の高橋取締役副会長からは、「日産自動車の人財育成と産学公連携への期待」

と題して社内の人財育成の取り組みや地域での小学生向けの体験教室など多彩な活動の紹介があり、企業側

からの産学公連携への期待が話されました。横浜国大からは、「産学連携人材育成事業での取り組みと早期

工学教育」と題して、森下教授より報告がありました。

第２部のパネルディスカッションでは、４名の方が産学連携による人材育成の課題について報告しました。

その後、９名のパネリストによる討論が行なわれ、今後の産学連携による人材育成を進める上で貴重な意見

・議論が行なわれました。

シンポジウムの詳細と関連資料は次のホームページを参照ください。

http://www.crd.ynu.ac.jp/chukaku/sympRep.html
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ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢＬ）成果報告会2008

去る１２月１２日（金）に大学会館において、『ＶＢＬの挑戦と今後の

可能性』というテーマで、ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（Ｖ

ＢＬ）成果報告会を開催しました。

午前中の第１部「ＶＢＬ成果報告」ではＶＢＬが平成１７年度より

取り組んでいる「高度起業家型人材育成事業」についての紹介、特

に、博士号取得研究者を起業家として育成するポスドク・アントレ

プレナー（ＰＤＥ）制度の紹介と今年度の成果が報告されました。

これは、大学発ベンチャーの創出とポスドク人材のキャリアパス多様化を目指し、全国に先駆けて導入した

もので注目を集めています。また、ＶＢＬ博士学生研究員制度や博士前期課程の学生向けの授業「新技術と

起業」、インターンシッププログラムなど、ＶＢＬが提供する本学における起業家教育の説明が行われまし

た。

第２部「ＶＢＬの新たなる挑戦」では、まず特定非営利法人エティック事業統括ディレクターの山内幸治

氏による講演『ソーシャル・アントレプレナーの社会的意義と現状』が行われ、わが国における社会的起業

の実態と課題などをお話いただきました。その後のシンポジウムではＶＢＬで社会起業的活動を行うＰＤＥ

（志村真紀、佐藤哲）とＶＢＬ博士学生研究員（Rabita Shrestha Mulmi、西森利樹、水井涼太）からの報告

があり、山内氏、志茂武客員教授を交え討論を行いました。ＶＢＬでは従来重視してきた開発型ベンチャー

の育成に加えて、今後は社会起業家の育成にも取り組んでいきます。

午後の第３部「インターンシップ成果報告会２００８」では、文部科学省「産学連携による実践型人材育成事

業」である「横浜発研究開発ベンチャーインターンシップ事業」の今年度の成果報告が行われました（今年

度で４年目）。本年度のインターンシップログラムでは、２３名の参加学生全員からの報告の後、田村明弘Ｖ

ＢＬ所長から認定証の授与がありました。派遣先は千代田アドバンスト・ソリューションズ㈱、㈱協同イン

ターナショナル、岡野電線㈱、日本イルミネーションシステム㈱、㈱ＬｏｉＬｏ、㈱ファーストロジック、

㈱放電精密加工研究所、㈱マエダ、ジークＰＭＣ㈱、日経ＢＰ ケンプラッツ、ＬＬＰ人間環境デザイン研

究所、日経ＢＰ 日経アーキテクチャー、千代田テクノエース㈱、㈱パシフィックコンサルタンツ、横浜Ｆ

Ｍ放送㈱、大成建設㈱、東京海上日動サミュエル㈱、㈱サイバーレーザー、ウルシステムズ㈱、ソニー・エ

ルエスアイ・デザイン㈱、㈱スパイスボックス、藤沢市産業振興財団、ＳＡＰジャパン㈱、と多種多様な業

種となりました。本プログラムは計２１０時間という長期インターンシッププログラムで、ＶＢＬの教員５名

が積極的に受け入れ企業と学生と直接・間接のコミュニケーションをとる事により成功を収めることができ

ました。

また、講義「新技術と起業」と上記インターンシッププログラムを共に修得した学生２２名に対して、本学

認定の副専攻プログラム（ベンチャー・ビジネス）を修了したことを成績証明書へ記載することとなってい

ます。

その後、受け入れ企業のひとつである日本イルミネーションシステム株式会社代表取締役社長である原田

実氏に『わが社の起業戦略と大学・大学生への期待』と題して講演いただきました。また、それに続きシン

ポジウム『横浜発研究開発ベンチャーインターンシップの意義と可能性』ではインターン受け入れ企業の担

当の方々６名と会場の方々の間で意見交換を行いました。ＶＢＬでは当プログラムを「高度起業家型人材育

成事業」の中核の一つとして位置づけ、今後も内容の更なる拡充を図っていきます。
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展示会

テクノトランスファーinかわさき2008（先端技術見本市） 7月9日～11日

７月９日（水）～１１日（金）にかけて、かながわサイエンスパー

ク（ＫＳＰ）で開催され、本学は、実装技術に焦点を絞り、「反

応現像画像形成（ＲＤＰ）による微細パターン形成」（高橋昭雄

教授）、「In situ 法による熱硬化性樹脂の強靭化」（大山俊幸准教

授）、「パワーデバイス実装における信頼性評価・設計技術」（于

強准教授）、「マイクロ波相互変調ひずみ（ＰＩＭ）」（久我准教

授）の研究成果を展示しました。また、技術シーズ提供セミナー

において、ＹＪＣによる「実装スクールの主旨・成果と今後の

事業展開」と題した発表が行なわれました。

実装技術は、ノートＰＣ、携帯電話などの電子機器をはじめ、現代の産業に欠くことのできない技術であ

り、その重要性は今後も拡大の一途をたどると予想され、本学における産学連携では特に重要な位置づけに

あります。

入場者数は９１９０人、入口近くに設けられたブースでは、来場者からの専門性の高い質問に対して、ＹＵＶ

ＥＣ、本学教職員が協力して来場者に対応しました。

ナノテクノロジーシンポジウム2008～ヨコハマ発先端技術の発信～ 8月27日

横浜市立大学、横浜市、（株）知財マネージメント支援機構

と本学の主催で、８月２７日（水）に横浜産貿ホールにて開催され

ました。当学・飯田学長、横浜市立大学・布施学長、横浜市経

済観光局塚原局長の挨拶に続き、「ナノフォトニクスによる光

技術の質的変革と産学連携」と題して、近接場光の研究と実用

化で著名な東京大学・大津教授の特別講演が行われました。

続いて、前川卓教授による「３次元マイクロモデルの再構築

と形状評価方法」、白鳥正樹特任・名誉教授による「よこはま

高度実装技術コンソーシアムの活動について」、横浜市大・篠

崎教授による「りん光発光材料の環境への展開」講演と続き、ポスターセッションへと移りました。横浜国

大から２６件の研究成果を発表、企業展示を含めて、会場のそこかしこで活発な議論が行われました。

イノベーションジャパン2008－大学見本市 9月16日～18日

４５０００人強の参加者があったＪＳＴ、ＮＥＤＯ主催のビッグイべントは９月

１６日（火）～１８日（木）にかけて、東京国際フォーラムで開催されました。産学連

携推進本部から、今後の発展が期待できる１０テーマ（鈴木和夫教授、奥谷猛教

授、笹本浜子教授、長谷川誠特別研究教員、相川雅彦講師、伊藤公紀教授、武

田淳教授、一柳優子講師、細田尚也特別研究教員、山口佳隆准教授）の研究展

示に加え、水口仁教授（半導体の熱励起を利用したＶＯＣならびに悪臭の除去

システム）、森昌司准教授（多孔質体を用いた瞬間電気給湯器）、及び、大山俊

幸准教授（市販エンプラに感光性を与える新手法）の研究成果が個別展示とし
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て出展されました。また、１７日に行われたフォーラム「産学連携による人材育成について」におけるパネル

ディスカッション「人材育成における産学連携の新展開」に、森下信共同研究推進センター長がパネリスト

として参加しました。

２００８産学官技術交流フェア 10月1日～3日

“シーズとニーズのマッチング”をテーマに、日刊工業新聞

社の主催で１０月１日（水）～３日（金）にかけて東京ビッグサイト

で開催されました。来場者は約９７００人。本学からは、「情報通

信による医工融合イノベーション創生」（グローバルＣＯＥプロ

グラム）、「情報通信技術と医療技術の融合による未来医療の創

生」（２１世紀ＣＯＥプログラム）と、「２１世紀ＣＯＥプログラム」

（未来情報通信医療社会基盤センター）計３つのポスター展示

を行いました。

平成２０年度神奈川県ものづくり技術交流会 10月15日～17日

海老名の神奈川県産業技術センターにて、１０月１５日（水）～１７日（金）にかけて県産業技術センター、産業技

術交流協会の主催で開催されました。産業技術センターの成果

を中核に、大学、企業、他県の公設試験研究機関成果が多数、

展示・口頭発表されました。地元の東海大学、神奈川工科大学、

湘南工科大学などと共に、本学からは多々見純一准教授（機械

的処理によるナノ複合粒子の作製）、笠井尚也准教授（ＭＩセ

ンサーを用いた残留漏洩磁束探傷法による欠陥検出技術）、八

高隆雄教授（圧着したアルミニウム合金の高温拡散による鋼の

改質）が研究発表を行いました。産業技術センターは大学との

比較で地元産業界ニーズにより近い位置にあり、中小企業を含

む地域企業への大学の貢献の観点から、今後も強い協力関係を

推進する予定です。

産業交流展２００８ 11月25日～26日

東京ビッグサイトで開催された東京都主催の交流展（１１月

２５日（火）～２６日（水）；東京ビッグサイト）に、ＪＳＴサテラ

イト茨城の出展の一部として大学院工学研究院・車田研一准

教授の研究成果（ナノ多孔性シリカを用いた近赤外光遮蔽

材）が出展されました。このテーマは“基礎研究成果の実証”

フェーズと位置づけられている平成１９年度ＪＳＴシーズ発掘

試験（発掘型）に採択されたもので、車田先生、及び車田研

究室の学生が、来場者の対応をされ、斬新な着想として関心

を持たれました。
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第 2回かわしんビジネスフェア 12月3日～4日

１２月３日（水）～４日（木）にかけて、川崎信用金庫の主催によ

り、川崎とどろきアリーナで開催されました。６０００人以上の参

加者があったこのフェアには、松沢県知事、川崎市長も参加、

本学ブースには川崎信用金庫、川崎産業振興財団の方々も立ち

寄られました。当学の展示は、川崎市の産業構造を考慮して金

属材料・加工と、材料に的を絞り、「回転を利用した塑性加工

技術（転造・スピニング）」（川井教授）、「金型と微細構造」（三

浦教授）、「金属材料の疲労変形・破壊現象を解決する解析・制

御技術」、Ｆｅ－Ａｌ系金属間化合物の被削性」（八高教授）、「層

状コバルト酸化物熱電変換材料の高性能化技術」（福富教授）計

５件の展示を行いました。

第 7回湘南発！産学交流テクニカルフォーラム 12月5日～6日

藤沢市、茅ヶ崎市の共催により、藤沢産業センターにて１２月

５日（金）～６日（土）にかけて開催され、約２４００人の方が来場さ

れました。日本大学生物資源科学部、慶応義塾大学、湘南工科

大学、文教大学湘南校舎本学とともに、本学から、ＶＢＬ佐藤

研究室「高齢者介護施設の改修＋建築を身近に感じるための

ツール」、西園研究室「ヒト疾患モデルマウスを用いた健康食

品の有効性評価／ＧＬＰ対応安全性評価」の２テーマを出展す

るとともに、技術相談対応する等、本学の産学連携姿勢をアピー

ルしました。

テクニカルショウヨコハマ2009 2月4日～6日

２月４日（水）～６日（金）までパシフィコ横浜展示ホールにて、

入場者数は延べ３２，９２８人と盛大に開催されました。本学は、工

学研究院河野隆二教授、未来情報通信医療社会基盤センターの

「医療とＩＣＴの融合に新視点で挑戦する国際研究・教育拠点

グローバルＣＯＥ」の研究活動紹介や環境情報研究院藤江幸一

教授の「プランテーションバイオマスの有効利活用システム設

計と評価のプログラム」研究成果、ベンチャー・ビジネス・ラ

ボラトリーの活動紹介、産学連携推進本部の活動体制の紹介等

をパネルの掲示や教職員、学生の説明によって行いました。ワー

クショップでは、工学研究院高木純一郎教授による「薄肉材の

切削における加工変形とその抑制」及び環境情報研究院藤江幸一教授による「熱帯プランテーションのバイ

オマス利活用と環境インパクト」のプレゼンテーションが行われました。また、横国大発ベンチャーの有限

会社日本メンタルサバイバルセンター（保健管理センター堀之内高久准教授）、株式会社マシンインテリジ

ェンス（環境情報研究院長尾智晴教授）が出展し、企業のＰＲ・発表を行いました。
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外部協力団体の動向

よこはまティーエルオー（株） 活動概要紹介

よこはまティーエルオー（株）（ＹＴＬＯ）は平成１２年１２月に、横浜国立大学および横浜市立大学の教員を

主体とする出資により資本金１８００万円で発足し、Ｈ１３年４月に国の承認ＴＬＯになりました。以来、８年に

なりますが、さまざまな形で産学連携活動に精一杯取り組んできました。今期（第１０期：平成２０年７月～平

成２１年６月）の収支見通しは厳しいものがあるものの、今まで、出資者への配当はなかったとはいえ、おか

げさまで承認ＴＬＯに対する国からの支援がなくなった後も含めて黒字の経営を続けてきております。

我々ＹＴＬＯの活動として下記のものをあげることができます。

１． 大学教員と企業の共同研究開発プロジェクトのコーディネート

２． 教員の発明の発掘、評価、権利化、活用

３． 地域他の大学の知財活動支援

４． 教員のベンチャー起業支援、その他、産学連携かかわる事業

中でも、上記１．は２．と並んで特に注力している活動です。教員からの自発的な発明創発の支援とともに、

より積極的に社会・企業のニーズにあった研究開発が行われるように支援することも重要であると我々は考

えております。このため、教員と企業との橋渡し、各種公的資金獲得を目指した共同研究開発プロジェクト

の立件等、積極的な活動を行っております。実際、教員の発明、ノウハウを活かして、製品を開発するため

に企業が１／３、国が２／３の資金を出すＮＥＤＯ／経済産業省のマッチングファンドプロジェクトでは既

に合計１１件のプロジェクトを実施した実績があります。これは、相手企業探し、申請書類の作成から、プロ

ジェクトが受理された場合にはその進行管理、経理処理、知財管理などプロジェクト全般の管理・運営をＴ

ＬＯが行うものです。これら１１件のプロジェクトの総事業費合計は約８億円で、この中から支出された教員

への共同研究費の総額は１億円に達しています。その他、国が研究開発資金を全額支出するもの作り支援の

ためのサポートインダストリープロジェクト、通信分野関連のプロジェクト（ＳＣＯＰＥ）の管理支援など

種々の事業を実施してきております。

上記２．に関して、本学に知財本部ができるまではＹＴＬＯが教員の発明の承継を受けて、その特許化を行

っておりました。現在もそのときの特許の活用活動を行っております。これまでに延べ１４件のＹＴＬＯ有の

特許の企業等への移転が行われており、総計約１７００万円の収入を得ております。本学に知財本部ができてか

らは、発明の帰属は大学になりましたが、その後も本学からの委託を受け知財部門と共同して本学の教員の

知財に関わる活動にも積極的に取り組んでおります。

上記３．に関して大学からの依頼に基づきＹＴＬＯは知財活動の支援を行っております。また、上記４．に関

して大学発ベンチャーの支援や、外部からの委託に基づきプロジェクトの管理業務などを行った実績があり

ます。

以上概要を述べましたように、今まで、我がＹＴＬＯは十分とは言えないまでも、産学連携活動にはそれ

なりに貢献してきたと自負しております。ＹＴＬＯは株式会社組織であり、産学連携等にかかわる諸事業に

よる利益で活動を行っていく必要があります。昨今の深刻な経済不況の中、我々ＹＴＬＯも大きな影響を受

けると考えられ、これからの経営に大きな困難があると予想されます。このような中、教員の研究活動を社

会に結びつけるための支援を活発に続けていくために我々スタッフ一同ベストをつくす所存です。

今後とも皆様方のご支援よろしくお願いいたしたく存じます。
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NPO法人 YUVEC

YJC創立二周年記念シンポジウム開催
平成２０年９月１１日（木）、横浜シンポジア（産業貿易セン

タービル９階）にて「よこはま高度実装技術コンソーシア

ム（ＹＪＣ）創立二周年記念シンポジウム」が開催されま

した。当日は、実装技術関係者、大学関係者を中心に１１０

名を越える方々が来られ、成功裡に終えることが出来まし

た。来賓の関東経済産業局の吉澤部長からは、人材育成の

観点から実装スクール事業に、神奈川県の科学技術・大学

連携室の渡辺室長からは、パワーエレクトロニクス実装研

究に期待している旨の激励を頂きました。

招待講演を福岡大学の友景教授に「九州からアジアへ半導体実装の取り組み」と題してご講演を頂きまし

た。非常に高いアクティビティにＹＪＣメンバも感銘を受けました。

また、パネルディスカッションにおいては、白鳥理事長の舵取りのもと、各々の立場で考える実装技術、

実装の今後について活発な意見交換が行われました。

JISSOスクール2008報告
今年度のＹＵＶＥＣ教育事業は、「基礎コース」「実習コース」「深掘コース」の３本を実施しました。

「基礎コース」は９月２０日から１２月２０日までの土曜日に共同研究推進センターのセミナー室にて計１０回
の講義を実施しました。

全国各地のメーカーから１２人が参加し９人が修了証書を受け取ることが出来ました。来年度からは開催時

期を９月から６月に前倒しの予定です。

「深掘コース」は本年度はじめて企画いたしましたが、

神奈川県商工労働部の委託事業として認定され、１０月１４日

（火）～１１月２７日（木）までの期間４コース×３講座、計１２回

の講義を横浜国立大学機器分析評価センターで行いました。

各講座とも平均１０名の参加でした。来年度は、アドバンス

トコースとして、講座内容を一新します。

「実習コース」は経済産業省関東経済産業局の補助金

事業として８月２６日（火）～２９日（金）の４日間「ＣＡＤコー

ス」、１０月７日（火）～１０日（金）の４日間「プロセスコース」

が開講されました。企業機密が多いこの分野で「実習」が

出来るということで定員２０人を超える応募があり、先着優

先で締め切る事となりました。「ＣＡＤコース」は㈱図研

の全面協力を得て横浜国立大学機器分析評価センターで行

いました。「プロセスコース」は神奈川県産技センターと

㈱メイコー、㈱メイコーファインの全面協力を得て各工場

で行われました。参加者全員が満足と答えた実習となりま

した。

１２月２２日（月）にご協力頂いた上記３社に対し、渡辺産学

連携推進本部長（研究担当理事）より「感謝状」が贈呈さ

れました。
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パワーエレ実装研究会の報告
神奈川科学技術アカデミー（ＫＡＳＴ）／横浜国立大学

／神奈川県産業技術センターが連携し、神奈川産学公プロ

ジェクトとして、この４月から３年間に亘る「次世代パワー

エレクトロニクス」プロジェクトが発足しました。このプ

ロジェクトを支援するために、ＫＡＳＴの委託を受けてＹ

ＪＣが中心になって「パワーエレクトロニクス実装研究

会」を立ち上げることになりました。平成２０年６月１３日

（金）神奈川産業振興センター１４Ｆ多目的ホールにて、第１

回公開フォーラムが開催されました。企業から１００名近い

方が来場され、研究会への入会申込が多数あり大盛況のうちに幕を閉じました。さらに第２回公開フォーラ

ムが １２月２２日（月）横浜国立大学教育文化ホールで開催され、当日は各企業や団体から１２０名近い参加者が

来場され、第１回に引き続き大盛況のうちに幕を閉じました。

環境経営事業グループ活動報告
環境グループの活動も２年目に入り、横浜市経済観光局による「横浜市経済の新たな担い手創生事業」の

助成をもとにした、中小企業の環境経営導入への支援をベースにその活動範囲を広げています。

本年度は、２００８年８月２８日（木）に第２回、１２月９日（火）に第３回の「環境経営シンポジウム」を実施しま

した。いずれも、環境情報研究院の亀屋准教授、横浜市地球温暖化対策事業本部、ＹＵＶＥＣ環境グループ

専門家による講演を中心に実施しましたが、残念ながら参加者は必ずしも多いとは言えませんでした。こう

した中でも、２社の「モデル企業」への支援を通し、わずかずつではありますが、環境経営導入の輪を広げ

るべく活動を続け、本年２月１３日（金）にはその経過発表会を開くに至りました。
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お問い合わせ先 〒���－���� 横浜市保土ヶ谷区常盤台��－�
横浜国立大学 産学連携推進本部 共同研究推進センター事務室 ���－���－����

E-mail : cordec@nuc.ynu.ac.jp http : //www.crd.ynu.ac.jp/
又は 産学連携課産学連携係 ���－���－����
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